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（２）これまでの取組み 

   

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１次行財政改革大綱実施計画では、平成１７年度から２１年度までの５年間の 

累計で●●億●●万円の財政的な効果を生み出しました。 

 

 

■第１次光市行政改革大綱 

計画期間：平成 17～21 年度（5 年） 

   視点：１ 評価を通した成果志向による行政経営 

      ２ 行政と市民の協働と適切な役割分担 

      ３ 市民の目線からの行政サービスの提供 

   目標：Ⅰ 市民と共に築く市政の推進 

      Ⅱ 市民満足度を高める市政の経営 

      Ⅲ 意欲あふれる柔軟な組織づくり 

      Ⅳ 持続可能な財政基盤の確立 

 実施計画の取組項目：71 項目（実施率 91.5％） 

例：周南市参考 

これまでの取組みについて記載する 

第一次行革大綱では「新しい公共の形成」を掲げて取組みを推進してきた。 

第二次行革大綱では、企業論理の視点も加え「市民との協働」掲げて取組みを進めて

きた。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第２次行財政改革大綱実施計画では、平成２２年度から２７年度末時点までの６年間

の累計で●●億●●万円の財政的な効果を生み出しました。 

 

 

 

 

 

 

■第２次光市行政改革大綱 

計画期間：平成 22～28 年度（7 年） 

※計画期間については、光市総合計画の計画期間に合わせるため、24 年 3

月に改定して、平成 28 年度までの 7 年間の計画としました。 

   視点：１ 『役所の論理』から『市民こそ主権者』への転換 

      ２ 『仕事の仕組み、進め方改革』の促進 

      ３ 総合的な業務遂行能力の向上 

   目標：Ⅰ 市民志向、成果志向の行政経営の推進 

      Ⅱ 選択と集中による行政システムの見直し 

      Ⅲ 組織風土の改革による経営体質の強化 

   実施計画の取組項目：90 項目（実施率 90.7％（平成 26 年度末）） 

例：周南市参考 



（３）財政状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳入、歳出、収入不足額の概要についてのグ

ラフを入れる 
 



２ 大綱の位置付けと計画期間 

（１）大綱の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）計画期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 基本理念（案） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間ついて記載する 

・平成２９年度から平成３３年度までの５年間とする。 

・実施計画については、社会経済環境の変化や改革項目の進捗状況等を踏まえ、必

要に応じて随時改定を行う。 

大綱の性格、位置付けについて記載する 

・行政改革大綱は、総合計画の取組みの中に位置付けられ、今後の本市の行政改革

の基本方向や考え方等を示す指針となる。 

・行政改革の実施にあたっては、行政改革大綱に基づき、年次計画と可能な限り数

値目標等を定めた実施計画を策定し、計画的に取り組む。 

 基本理念とその説明について記載する 

『人口減少社会に対応した行財政運営システムの確立』（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 
・行政サービスの質の向上と、量の適正化について両方から取組み、質の高

い行政サービスを提供できる行財政運営システムを確立する。 
 

 

 

・急激な人口減少が進み、自己決定・自己責任による自立した行政経営が必要 

・限られた行政資源を有効かつ効率的に活用し、良質な行政サービスを提供する

ための仕組みづくりが必要 



 

４ 改革の基本目標（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 市民との協働による開かれた市政への取組み・・・市民と行政の役割分担 

市民との協働による開かれた市政への取組みについて記載する 

（視点：例） 

・市民との情報共有 

  ・市民と行政の協働 

 

 

 

 

 

Ⅱ 市民ニーズに対応した行政サービス提供・・・・・・公共サービスの見直し 

市民ニーズに対応した行政サービス提供について記載する 

（視点：例） 

・コストに配慮した、行政サービスの質を高める取組み 

・行政需要に対応した公共施設マネジメントの取組み 

 

 

 

 

 

 

 改革の基本目標とその説明について記載する 

（案） 

Ⅰ 市民との協働による開かれた市政への取組み・・・市民と行政の役割分担 

Ⅱ 市民ニーズに対応した行政サービス提供・・・・・公共サービスの見直し 

Ⅲ 職員の意識改革と仕組みや組織の改革・・・・・・人と組織の改革  

Ⅳ 安定的な財政基盤の確立・・・・・・・・・・・・財政運営の改革  

 

 



 

 

Ⅲ 職員の意識改革と仕組みや組織の改革・・・・・・・人と組織の改革   

職員の意識改革と仕組みや組織の改革について記載する 

（視点：例） 

・改革・改善につなげる、職員の意識改革 

・ＩＣＴ（情報通信サービス）の活用 

・事業や組織の見直しによる、適切な人員配置 

・制度や運用の見直し、給与等の適正化 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 安定的な財政基盤の確立・・・・財政運営の改革      

安定的な財政基盤の確立について記載する 

（視点：例） 

・健全化の必要性 

・安定的な財政基盤の必要性 

・経費削減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ５ 大綱の体系と取組項目 

 

４の案を基にした例 

Ⅰ 市民との協働による開かれた市政への取組み 

<取組項目>                <主な実施施策> 

（１）開かれた市政の推進   ①市民ニーズと市民満足度の把握 

   ②行政情報の公開・提供の充実 

   ③市民と行政の双方向参画 

（２）協働による新たなまちづくりの

推進 

  
①協働事業の推進 

   ②民間活力の活用 

Ⅱ 市民ニーズに対応した行政サービスの提供 

<取組項目>                <主な実施施策> 

（１）市民サービスの向上   ①窓口サービス等の充実 

   ②施策・事業の評価 

（２）公共施設マネジメントの推進   ①公共施設の再編 

    ②公共施設の運営等の効率化 

Ⅲ 職員の意識改革と仕組みや組織の改革 

<取組項目>                <主な実施施策> 

（１）職員の意識改革と能力向上    ①職員力の向上 

   ②職員の意欲の向上 

（２）迅速で効率的な対応ができる組

織体制の確立 

  
①ＩＣＴ（情報通信技術）の活用 

   ②効率的な組織体制の検討 

（３）給与等の適正化の取組み   ①給与・報酬等の適正化 

   ②定員管理 

Ⅳ 安定的な財政基盤の確立 

<取組項目>                <主な実施施策> 

（１）健全な財政運営の推進   ①計画的な財政運営 

（財政健全化計画）   ②歳入の確保 

   ③歳出の抑制 

   ④補助事業等の見直し 

   ⑤公営企業等の経営健全化 

   ⑥統一的な基準による公会計制度の

導入と活用 

<参考資料>     

【財政状況と見通し】    

 

 

 

 



Ⅰ 市民との協働による開かれた市政のへの取組み 

（１）開かれた市政の推進 

①市民ニーズと市民満足度の把握 

 

 

 

 

 

②行政情報の公開・提供の充実 

 

 

 

 

 

 

③市民と行政の双方向参画 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）協働による新たなまちづくりの推進 

①協働事業の推進 

 

 

 

 

 

 

②民間活力の活用 

 

 

 

 

 

（視点：例） 

・市民目線の施策の立案 

・市民アンケートやパブリックコメント等 

 

（視点：例） 

・市民目線による、費用対効果に配慮した情報公開の取組み 

・ホームページの充実やFacebookによる情報発信等 

・市民との情報の共有化 

（視点：例） 

・委員公募の積極的な推進 

・公募委員の幅広い世代の登用 

・女性委員の積極的な登用 
・市政における市民参画のみならず、行政の地域活動への積極的な参加

（視点：例） 

・自分の力（自助）、公的な支援（公助）、地域で共に助け合う力（共

助）の必要性 

・協働や民間活力の導入 

（視点：例） 

・公共サービスの分野に競争環境を導入すること 

・簡素で効率的な行政運営の実現 

点線の枠内の記載は現時点

の例示ですので、これから

精査していきます。 



Ⅱ 市民ニーズに対応した行政サービスの提供 

（１）市民サービスの向上 

①窓口サービス等の充実 

 

 

 

 

 

 

②施策・事業の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）公共施設マネジメントの推進 

①公共施設の再編 

 

 

 

 

 

 

②公共施設の運営等の効率化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（視点：例） 

・公共施設の開館時間や休館日の見直し 

・窓口サービスの充実・改善 

（視点：例） 

・行政需要に対応した公共施設マネジメントの取組み 

（視点：例） 
・公共施設使用料の適切な負担割合のあり方 

・効率的な公共施設の運営 

 

（視点：例） 
・予算編成に活用し、事業の取捨選択・見直しを行う 



Ⅲ 職員の意識改革と仕組みや組織の改革 

  （１）職員の意識改革と能力向上 

①職員力の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

②職員の意欲の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）迅速で効率的な対応ができる組織体制の確立 

 ①ＩＣＴ（情報通信技術）の活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

②効率的な組織体制の検討 

 

 

 

 

 

 

（視点：例） 

・改革・改善につなげる、職員の意識改革 

・職員の能力向上 
・市民目線による接遇 

・組織全体のサービスレベル向上 
 

（視点：例） 

・ＩＣＴ（情報通信技術）の活用 
・共同利用型クラウドシステム導入 
・個人情報漏えいを防ぐシステムセキュリティ向上 

（視点：例） 
・各部単位の役割分担や、組織の見直し 

・組織の廃止・統合や民間委託等の推進 

（視点：例） 

・能力や実績を適正に反映した人事制度の構築 

・組織風土の醸成や研修の実施等 

・より質を高めた行政サービスの提供 



（３）給与等の適正化の取組み 

①給与・報酬等の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

②定員管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（視点：例） 

・職員給与の適正化 

・特別職の報酬等の適正化 

・時間外給与の縮減 

 

（視点：例） 
・市民ニーズの変化に対応した、定員の適正化 

・職員の適正配置 



Ⅳ 安定的な財政基盤の確立 

（１）健全な財政運営の推進 

①計画的な財政運営 

 

 

 

 

 

 

②歳入の確保 

 

 

 

 

 

 

 

③歳出の抑制 

 

 

 

 

④補助事業等の見直し 

 

 

 

 

 

⑤公営企業等の経営健全化 

 

 

 

 

 

⑥統一的な基準による公会計制度の導入と活用 

 

 

 

（視点：例） 

・厳しさを増す本市の財政状況 

・持続可能な財政運営の確立 

（視点：例） 

・市税等の収納率の向上 

・利用目的のない市有財産の処分 

・各種手数料・使用料の受益者負担の適正化 

・安定的な歳入の確保に向けた取組み 

（視点：例） 
・コスト削減の取組み 

（視点：例） 
・公会計制度の活用による、財政のマネジメント強化 

 

（視点：例） 
・独立採算と安定的で質の高いサービスの提供 

（視点：例） 

・費用対効果の観点から、補助事業の適正化 
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【財政状況

○財政の状況

【歳入の推移

歳入の中心

続け、平成 2

ら合併算定替

況と見通し】

況 
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心である市税

28 年度には
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96.8 億円あり

た。また、

傾向にあります

りましたが、
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す。 

その後は減

も平成 27 年

減少を

年度か
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歳出の推移】

会保障経費の

 

の増加を受けけ、扶助費がが増加傾向ににあります。 



 

【基

年度

 

【市
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基金残高の推

度間の財源調

市債残高の推

合併特例債を

債残高は漸増

推移】 

調整を行う財

推移】 

を除く市債残

増傾向にあり

財政調整基金

残高は減少傾

ります。 

金は、平成25

傾向にありま

5年度をピー

ますが、臨時

ークに減少を

時財政対策債

続けていま

債の発行に伴

す。

い、



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

○財政の見通し 

ア 歳入・歳出 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 基金・市債 

歳入・歳出の中期の見通しなどについて記載す

る 

基金・市債の中期の見通しなどについて記載す

る 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 大綱の推進にあたって 

（1）推進体制・・・・・・・・行政改革推進本部会議中心に進行管理を行う 

（2）市民への公表・・・・・・光市行政改革市民会議、パブリックコメント、 

市広報、ＨＰで報告 

 

 

○財政指標等の目標値 

 

 

 

 

 

 

 

財政指標等の目標値について記載する 

 

 


